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は じ め に

インドは，インディラ・ガンディー政権下で

非常事態宣言が発令されていた一時期（1975年

６月〜1977年３月）を除いて，独立から現在に

至るまで普通選挙を中心とする民主的な政治体

制を維持してきた数少ない開発途上国のひとつ

である。近年では，連邦や州のレベルからより

下位の行政単位（県レベル，中間レベル，村レベ

ルの３層のパンチャーヤット）に至るまで，さま

ざまな段階で公正かつ公平な選挙がかなりの程

度実現されており，競争的な選挙が政治制度の

ひとつとしてインドに定着していることは疑い

ようのない事実である。

しかし，独立以来60年以上にわたって民主的

な政治体制をまがりなりにも保ち続けてきたの

とは裏腹に，「世界最大の民主主義」（the world's 

largest democracy）とも称されるインドの民主主

義体制が，多くの有権者によって期待されるよ

うな役割を十分に果たしてきたとは必ずしもい
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《要　約》

本稿の目的は，インドの民主主義において顕著にみられる「反現職」または「現職批判」（anti-

incumbency）と呼ばれる現象を生みだしている要因を実証的に明らかにすることである。分析の対

象として1965年から2009年にかけて主要な15州で行われた州議会選挙を取り上げ，在任期間中の経済

変動が現職の州政権の再選可能性に与える影響を定量的に分析する。その結果，選挙直前の経済状況

の良し悪しが州政権の交代・継続に重大な影響を及ぼしているということが実証的に明らかにされる。

その一方で，在任していた期間全体の経済実績については，現職の州政権が再選される可能性に対し

て影響を与えているという結果は得られない。したがって，インドの民主主義体制の特徴である激し

い政治変動の要因として，短期的な経済状況が非常に不安定であるということが重要な役割を果たし

ていると結論づけられる。さらに，連邦政府と州政府の関係が現職の州政権の再選可能性に大きな影

響を与えているという結果も実証的に示される。
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えないこともまた事実である（注１）。それを象徴

するかのように，インドの連邦下院選挙や各州

の州議会選挙では，有権者が政権与党に対して

厳しい審判を下すという傾向がきわめて顕著で

ある。

たとえば，インド国民会議派（Indian National 

Congress）の絶対的優位が揺らぎはじめた1970

年代以降の連邦下院選挙についてみると，５年

間の任期が満了した後に行われた６回の総選挙

のうち，政権与党または与党連合が勝利を収め

たのは1984年と2009年の２回だけである（注２）。

また，1965年から2009年にかけて主要な15州で

行われた州議会選挙についてみると，州政権が

継続したのは49回（38.6パーセント）であるの

に対して，州政権が交代したのは78回（61.4

パーセント）にまで達している。このような傾

向は，表１で示されているように，年代，政権

与党のタイプ，州政権の在任期間にかかわらず，

広く一般的にみられる現象であるということが

できる（注３）。さらに，先進諸国をはじめとする

民主的な政治体制の安定している他の国々と比

較すると，インドでは政権交代が頻繁に起きて

いるということがより一層鮮明になるのであ

る（注４）。

インドの民主主義に顕著にみられるこのよう

な特徴を論じる際に，「反現職要因」または

「現職批判要因」（anti-incumbency factor）という

言葉がたびたび用いられる。広瀬・南埜・井上

表１　インドの主要15州における州政権の交代・継続

州政権の交代 州政権の継続 合　計

全サンプル
78

（61.4）

49

（38.6）
127

年代

　1960年代

　1970年代

　1980年代

　1990年代

　2000年代

7

16

16

22

17

6

11

14

7

11

13

27

30

29

28

政権与党

　インド国民会議派

　インド人民党

　ジャナタ党／ジャナタ・ダル

　左翼政党

　地域政党

44

4

10

2

18

29

3

2

7

8

73

7

12

9

26

州政権の在任期間

　在任期間55カ月以上

　在任期間55カ月未満

58

20

39

10

97

30

（出所）筆者作成。

（注）かっこ内の数字は，各項目が全体に占める割合を表している。対象となってい

るサンプルについては，表２を参照。また，州政権の交代・継続を判断する際

の基準やサンプルの選び方などについては，第Ⅰ節を参照。
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（2006, 350）は，これを次のように定義している。

「インドの選挙では，国民の不満が政権与党

への批判票となって表れることが多い。不満は

経済的なものから，治安の悪化，政治家の汚職

問題，あるいは特定コミュニティの特殊利益実

現公約の不履行といったものに及ぶ。批判票は，

中央政府に向けられる場合も，州政府に向けら

れる場合もある。」

新聞・雑誌などのメディアによる報道や記述

的なインド政治研究には，反現職要因という

キーワードを用いて，連邦下院選挙や各州の州

議会選挙の結果を分析・解釈しようと試みてい

るものが多数存在する（注５）。そして，それらの

なかには，政権与党が選挙で敗北した場合には

「反現職要因が現れた」と説明する一方，再選

を果たした場合には「反現職要因が現れなかっ

た」と論じているものが散見される。しかし，

反現職要因の内容を特定しない限り，このよう

な議論はトートロジーにすぎないことは明らか

である。つまり，反現職要因というものをブ

ラックボックスにしたままで議論を行っている

ため，政権与党の再選可能性に重大な影響を及

ぼしている要因が具体的に何であるのかという

疑問には答えていないのである。

その一方で，データに基づいたより実証的な

視点から，反現職要因に関して詳細な分析を

行っている研究はそれほど多くない［Linden 

2004；Borooah 2006；Ravishankar 2009；Uppal 

2009］。ただし，これらの数少ない実証研究も，

反現職要因の分析として十分なものであるとは

いえない。たとえば，Linden（2004）と Uppal

（2009）は，候補者にとって（与党所属か野党所

属かに関わりなく）現職議員であることが選挙

での得票率や当選確率にどの程度のプラスまた

はマイナスの効果をもたらすかを定量的に分析

している。そのため，これらの研究では，上で

説明したような意味での反現職要因ではなく，

非現職候補と比較して現職候補がどの程度有利

または不利なのかという点に分析上の関心が向

けられている（注６）。

また，Ravishankar（2009）は，野党の現職候

補よりも与党の現職候補の方が再選される可能

性が低いということを実証的に示すことによっ

て，選挙の際に政権与党が直面する反現職要因

の存在を確認することができると主張している。

しかし，再選される可能性に大きな影響を及ぼ

すと考えられる候補者の「質」（知名度，人気，

政治手腕などの候補者の特質）が一切考慮されて

いないため，この分析から得られる結論には若

干の疑問が残る。具体的には，以下のような点

を指摘することができる。野党の現職候補は，

前回の選挙で党全体としては敗れたにもかかわ

らず当選を果たしていることから，平均的に高

い「質」を備えていると考えられる。一方，前

回の選挙で勝利した与党には，党全体に対する

追い風がなければ当選できなかったような

「質」の低い現職候補が多数含まれている可能

性がある。したがって，野党の現職候補よりも

与党の現職候補の方が再選される可能性が低い

という Ravishankar（2009）の実証結果は，反現

職要因が存在することを示唆しているのではな

く，与党の現職候補と野党の現職候補の間の平

均的な「質」の違いを反映しているにすぎない

という恐れがある（注７）。

いずれにしても，反現職要因に関して実証的

な分析を行っている既存研究の最大の問題点は，
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「政権与党は野党に比べて選挙で不利なのか」

もしくは「現職候補は非現職候補に比べて選挙

で不利なのか」といった疑問にしか答えていな

いということである。つまり，反現職要因とい

うキーワードに依拠した記述的な研究と同様，

これまでの実証研究は，有権者が政権与党に対

して厳しい審判を下すという傾向がどのような

要因によって生み出されているのかという疑問

には答えていないのである。

そこで，本稿では，「反現職要因とは何か」

という根本的な問いに対して実証的な視点から

取り組むために，政権与党が再選される可能性

と経済的な側面との間にどのような関係がある

のかという点に焦点を絞って分析を試みる。具

体的には，1965年から2009年の間にインドの主

要な15州で行われた州議会選挙を分析の対象と

して取り上げ，在任期間中の経済変動が現職の

州政権の再選可能性に与える影響を定量的に分

析する（注８）。また，連邦政府と州政府の関係が

州政権の交代・継続にどのような影響を及ぼす

のかという点についても考察を加える。ただし，

上記の引用で挙げられているさまざまな要因を

すべて分析の対象としているわけではないとい

う意味で，本稿の分析は限定的なものにすぎな

い。

本稿の実証分析から，以下のような結果が得

られる。第１に，州議会選挙の前年に経済成長

がみられるかどうかというごく短期の経済変動

が，現職の州政権の再選可能性に重大な影響を

及ぼしている。その一方で，在任していた期間

全体の経済実績（在任期間中の年平均成長率）が

州政権の交代・継続に影響を与えているという

結果は得られない。そして，これらの実証結果

はさまざまな定式化の下でも一貫して得られる

頑健なものであるということが確認される。推

定の結果によると，選挙前年の経済成長率（標

準偏差7.26）が１パーセンテージ・ポイント低

くなることによって，州政権が再選される確率

は約2.0〜3.5パーセンテージ・ポイント低下す

る。したがって，選挙直前の経済状況の良し悪

しが州政権の再選可能性に与える効果は，統計

的に有意であるだけではなく，実際に大きなイ

ンパクトを有しているということが示される。

さらに，選挙直前の短期的な物価変動（州議会

選挙前６カ月と12カ月の物価上昇率）が州政権の

再選可能性に同様の影響を及ぼしていることも

示される。以上の実証結果から，インドの民主

主義体制の特徴である激しい政治変動の要因と

して，短期的な経済状況が非常に不安定である

ということが重要な役割を果たしていると結論

づけられる。

第２に，上記の実証結果が内生性の問題によ

る影響を受けている可能性は低いと考えられる。

実証分析で用いられているデータからは，州議

会選挙の前年の経済成長率と在任期間中の年平

均成長率の間に大きな違いは認められないため，

選挙前年の経済成長率が州政権の経済政策など

の影響によって内生的に決まっているとは考え

にくい。また，景気循環に合わせるように選挙

のタイミングが内生的に決められている可能性

などに対処するために，任期満了かそれに近い

時期に行われた州議会選挙のみをサンプルとし

て推定を行った場合でも，得られる実証結果に

大きな変化はみられない。さらに，選挙前年の

成長率が内生的に決まっている可能性が高いと

予想されるようなサンプルを除いて推定を行っ

た場合でも，選挙前年の経済状況の良し悪しが

州政権の交代・継続に重大な影響を及ぼしてい
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るという実証結果は依然として得られる。

第３に，連邦政府と州政府の関係が現職の州

政権の再選可能性に大きな影響を与えている。

新しい中央政権が発足してから１年以内に行わ

れる州議会選挙では，その時点で中央政権に与

党として参加している州政権の方が参加してい

ない州政権よりも再選される可能性が高くなる

という結果が得られる。しかし，中央政権の発

足から２年目以降に行われる州議会選挙では，

そのような違いははっきりとはみられなくなる。

また，一部の定式化の下では，中央政権に与党

として参加していた期間の長さは州政権の再選

可能性を有意に高めるという結果が得られる。

本稿は，以下のように構成されている。第Ⅰ

節では，本稿で分析対象となっている州議会選

挙をサンプルとして選択する際の基準や実証分

析で用いられる各変数の定義などについて説明

する。第Ⅱ節では，在任期間中の経済変動が現

職の州政権の再選可能性に与える影響を分析す

る。第Ⅲ節では，選挙前年の経済成長率が内生

的に決まっている可能性をさまざまな角度から

検討することを通して，実証結果の頑健性を確

認する。第Ⅳ節では，連邦政府との関係性が州

政権の再選可能性に及ぼす効果は，州議会選挙

の時点での連邦政府の在任期間の長さによって

異なるという仮説を検証する。最後に，本稿の

実証分析で得られた結果に基づいて，短期的な

経済変動がインドの民主主義体制に及ぼす影響

について議論する。

Ⅰ　実証分析の方法

１．分析の対象

本稿では，1965年から2009年にかけてインド

の主要な15州で行われた州議会選挙を実証分析

の対象としている（表２）。

ここで分析対象として取り上げられているの

は，インドの州のなかでも人口規模が比較的大

きい州である。連邦議会下院における議席の州

ごとの配分は，各州の人口に応じて決められて

いることから，人口規模が大きいこれらの州は

政治的な意味でもその重要性が高いと考えられ

る（注９）。また，主要な15州の人口の合計はイン

ドの総人口の約90パーセントにまで達している

ことから，インドの大部分が分析対象に含まれ

ていることにもなるわけである。このような理

由から，政治学や経済学などの分野でインドの

州を観測単位として実証分析を行っている研究

の多くが，これらの州を分析対象として取り上

げている［Meyer and Malcolm 1993；Chhibber and 

Nooruddin 2004；Khemani 2007；Nooruddin and 

Chhibber 2008］（注10）。なお，ジャンムー・カシュ

ミール州は人口規模が比較的大きいものの，長

期間にわたって政治的に不安定な状況が続き，

州議会選挙においても暴力を伴う大きな混乱が

頻発したため，本稿では分析の対象とはしてい

ない。また，2000年11月に新たに設けられたジ

ャールカンド州，チャッティースガル州，ウッ

タラカンド州については，州議会選挙が１回ま

たは２回しか行われていないため，分析の対象

とはしていない。

実証分析の対象となる期間については，1965

年以前に行われた州議会選挙は含まれていない。

これは，以下の２つの理由からである。第１に，

1950年代の州別の経済統計（とくに，各州の純

州内生産のデータ）が得られないためである。

つまり，1950年代から1960年代前半にかけて行

われた州議会選挙については，データ上の制約
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表２　実証分析のサンプル

州名 サンプルに含まれる選挙 サンプルに含まれない選挙
州政権の

交代回数

アーンドラ・プラデーシュ
1967,	1972,	1978,	1983,	1985,	

1989,	1994,	1999,	2004,	2009
なし 4

アッサム
1972,	1978,	1991,	1996,	2001,	

2006
1967⑴ ,	1983⑶ ,	1985⑶ 4

ビハール
1967,	1977,	1980,	1985,	1990,	

1995,	2000,	2005
1969⑵ ,	1972⑵ 5

グジャラート
1967,	1972,	1975,	1980,	1985,	

1990,	1995,	2002,	2007
1998⑵ 5

ハリヤーナー
1972,	1977,	1982,	1987,	1991,	

1996,	2005,	2009
1968⑵ ,	2000⑵ 5

カルナータカ
1967,	1972,	1978,	1983,	1985,	

1989,	1994,	1999,	2004
2008⑵ 6

ケーララ
1965,	1977,	1980,	1987,	1991,	

1996,	2001,	2006
1967⑵ ,	1970⑵ ,	1982⑵ 7

マディヤ・プラデーシュ
1967,	1972,	1977,	1980,	1985,	

1990,	1993,	1998,	2003
2008⑴ 5

マハーラーシュトラ
1967,	1972,	1978,	1985,	1990,	

1995,	1999,	2004
1980⑵ , 2009⑴ 3

オリッサ
1967,	1971,	1977,	1980,	1985,	

1990,	1995,	2000,	2004,	2009
1974⑵ 7

パンジャーブ
1967,	1972,	1977,	1980,	2002,	

2007
1969⑵ ,	1985⑵ ,	1992⑶ ,	1997⑶ 6

ラージャスターン
1967,	1972,	1977,	1980,	1985,	

1990,	1993,	1998,	2003,	2008
なし 6

タミル・ナードゥ
1967,	1971,	1977,	1980,	1984,	

1989,	1991,	1996,	2001,	2006
なし 7

ウッタル・プラデーシュ
1967,	1974,	1977,	1980,	1985,	

1989,	2002,	2007
1969⑵ ,	1991⑵ ,	1993⑵ ,	1996⑵ 6

西ベンガル
1967,	1977,	1982,	1987,	1991,	

1996,	2001,	2006
1969⑵ ,	1971⑵ ,	1972⑵ 2

合計 127 27 78

（出所）筆者作成。

（注）サンプルに含まれない選挙の年の右上に示されている数字は，その選挙が分析対象に含まれていない理由を

表している。それぞれの数字は，以下のような理由に対応している。⑴州議会選挙が行われた年に対応する

経済統計（純州内生産のデータ）が得られない場合，⑵州議会選挙の時点で，現職の州政権の在任期間が２

年（24カ月）に満たない場合，⑶暴力を伴う大きな混乱や主要な政治勢力による選挙のボイコットなどによっ

て投票率が極端に低い場合。
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から州政権の在任期間に対応する経済指標を算

出することができない。第２に，1960年代前半

までは，インド国民会議派（以下，会議派）に

よ る「 一 党 優 位 体 制 」（one-party dominant 

system）が依然として強固であり，会議派に代

わって政権を担いうるような政治勢力は存在し

なかったからである。そのため，連邦政府だけ

でなく州政府のレベルでも，会議派による政権

から他の政党を中心とする政権への移行はほと

んどみられなかった。

そこで，本稿では，各州の経済統計が入手可

能でありかつ会議派が複数の州で州政権を維持

することが困難になりはじめた1960年代の中頃

以降を分析の対象として取り上げる（注11）。具体

的には，1962年と1967年の間に中間選挙が行わ

れたケーララ州は1965年の州議会選挙から，

1966年に旧パンジャーブ州から分離したハリ

ヤーナー州は1968年の州議会選挙から，そして，

これら以外の州は1967年の州議会選挙から実証

分析の対象となる期間が始まっている（注12）。な

お，いずれの州においても，分析対象となる最

初の州議会選挙では会議派が州議会の政権与党

として選挙戦に臨んでいた。つまり，その前の

州議会選挙（ケーララ州は1960年，ハリヤーナー

州は1967年，これら以外の州は1962年に行われた

選挙）では，会議派がすべての州で勝利して州

政権を樹立していた。

ただし，1965年から2009年にかけて主要な15

州で行われた州議会選挙であっても，以下のよ

うな場合には分析の対象とはしていない。第１

に，州政権の在任期間に対応する経済統計が得

られない場合である。アッサム州については，

1960年代のデータの一部に欠損がみられるため，

1967年の州議会選挙は実証分析の対象とはして

いない。また，マディヤ・プラデーシュ州とマ

ハーラーシュトラ州で行われた直近の州議会選

挙については，対応する最新の経済統計が本稿

を作成している時点で公表されていないため，

実証分析のサンプルには含まれていない。

第２に，州議会選挙の時点で現職の州政権の

在任期間が２年（24カ月）に満たない場合には，

その選挙は実証分析の対象には含まれない。イ

ンドにおける反現職要因に関する議論の背後に

は，在任期間中に良好な実績を上げられなかっ

た政権は次の選挙で有権者によって厳しい評価

を突きつけられる（つまり，有権者によって「罰

せられる」）という考え方が共通している。こ

れは，現職の政権の在任期間中のパフォーマン

スを考慮したうえで，有権者が投票行動を決定

しているという「回顧的投票」（retrospective 

voting）と呼ばれる仮説である。そのなかでも，

本稿が着目している「経済投票」（economic 

voting）という考え方は，在任期間中の経済状

況の良し悪しをその政権の経済面での実績と判

断して有権者が投票することを想定してい

る（注13）。ただし，有権者が在任期間中の実績を

判断するためには，州政権がある程度の期間に

わたって継続していることが必要であると考え

られる。そこで，次節以降の実証分析では，政

権与党または与党連合が２年以上継続して州政

権を担った後に行われた州議会選挙を分析の対

象とする。したがって，前回の選挙から2年経

過する前に再び選挙が行われる場合や選挙と選

挙の間に何度も政権与党が入れ替わる場合は，

実証分析のサンプルには含まれない（注14）。ただ

し，与党または与党連合による政権の枠組みが

維持されたまま州首相（Chief Minister）の交代

が行われている場合は，州政権が継続している
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ものとみなす。つまり，同一の政党または政党

間の連合から州首相が選出され続けている限り

は，その州政権は継続していると判断する。

第３に，暴力を伴う大きな混乱や主要な政治

勢力によるボイコットなどの影響によって極端

に低い投票率を記録した州議会選挙は，実証分

析の対象とはしない。たとえば，1978年にアッ

サム州で行われた州議会選挙での投票率は

66.86パーセントであったが，続く1983年の選

挙では，投票率が32.74パーセントと半減した。

これは，バングラデシュから流入した移民など

の「外国人」を標的とした排斥運動がアッサム

人の間で大きな広がりをみせていたにもかかわ

らず，選挙の実施が強行されたためである。同

様に，それまでの州議会選挙では常に60パーセ

ント以上の投票率を記録していたパンジャーブ

州では，シク教徒過激派によるテロ活動や主要

なシク教政党のボイコットによって，1992年の

選挙での投票率は23.82パーセントという低い

水準にとどまった。このような政治的混乱に

よって投票率が例外的に低かった州議会選挙を

サンプルから除くとともに，それに続く州議会

選挙（アッサム州は1985年，パンジャーブ州は

1997年に行われた選挙）も実証分析の対象とは

していない。なぜなら，限られたごく一部の有

権者によって選ばれた州政権の再選可能性と多

数の有権者によって選ばれた州政権の再選可能

性を同列に扱うことは，適切ではないと判断し

たためである。

以上の基準に従って，1965年から2009年まで

の間に主要な15州で行われた延べ154回の州議

会選挙をすべて検討した結果，127回の選挙が

サンプルとして採用された。表2は，それぞれ

の州議会選挙が分析対象に含まれているかどう

かを一覧にしたものである。なお，サンプルに

含まれていない選挙については，上記の３つの

理由のうちいずれによって分析対象から除外さ

れたのかを付記している。

２．各変数の定義と分析手法

本稿の実証分析で用いられる被説明変数およ

び説明変数は，以下のように定義される。

まず，現職の州政権が州議会選挙に勝利して

継続したかどうかを表す２値変数を被説明変数

とする。具体的には，州政権を構成している州

議会の与党または与党連合が選挙を経て政権を

維持した場合には「１」という値をとり，選挙

に敗れて政権を失った場合には「０」という値

をとるダミー変数 witを被説明変数として用い

る（iは州，tは年をそれぞれ表すインデックスで

ある）（注15）。ただし，選挙前の政権与党が選挙

後も引き続き州政権を担当したとしても，最大

議席を有する第一党の地位を失いながら他の政

党との連立によって辛うじて政権を維持してい

るような場合には，州議会選挙に敗れて政権を

失ったのと同等であると判断し，witには「０」

という値を割り当てる。

一方，主な説明変数としては，⑴現職の州政

権が在任していた期間全体の経済成長率（年平

均成長率），⑵州議会選挙の前年の経済成長率，

⑶州議会選挙の時点で州議会の与党が連邦政府

に参加していることを表すダミー変数，⑷州政

権の在任期間中に州議会の与党が連邦政府に参

加していた期間（月数），⑸州政権の在任期間

（月数），といった変数を用いる。

⑴と⑵については，各州の純州内生産（Net 

State Domestic Product: NSDP）のデータに基づい

て経済成長率を算出する。たとえば，州 iで州
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政権が第１期の初めから第 t期の終わりまでそ

の座に就き，第（t＋1）期の初めに州議会選挙

が行われた場合，現職の州政権が在任していた

期間全体の経済成長率 git
termおよび州議会選挙

の前年の経済成長率 git
prev は，それぞれ以下の

ように求められる（注16）。

git
term＝

t

S
s＝0
（s−s）（ln yis−ln y）

t

S
s＝0
（s−s）2

git
prev＝

yit−yi, t−1

yi, t−1

ここで，yisは州 iの第 s期末時点での NSDP

を表している。また， ln yおよび sはそれぞれ

以下のように定義される。

ln y＝
1

t＋1
t

S
s＝0

 ln yis

s＝
1

t＋1
t

S
s＝0

 s

つまり，git
termは NSDPの自然対数をトレンド

に回帰することで求められる値である（注17）。図

１は，在任期間中の経済成長率と選挙前年の経

済成長率の分布を表したものである。前者と比

較して後者の散らばり具合が極端に大きいこと

から，インドでは短期的な経済状況が非常に不

安定であるということが明らかである。

「経済投票」という仮説が想定するように，

州政権の在任期間中の経済状況を重要な判断材

料のひとつとして有権者が投票行動を決定して

いるのであれば，良好な経済パフォーマンスは

現政権が再選される可能性を高めるが，経済的

な停滞または後退は現政権が再選される可能性

を損ねるはずである。さらに，有権者がより短

期の経済状況に基づいて投票しているのであれ

ば，現政権の再選可能性は在任期間中の年平均

成長率よりも選挙前年の成長率により敏感に反

応することが予想される。この点を定量的に検

証するために，本稿の実証分析では，州政権の

在任期間中の経済変動を表す説明変数として⑴

と⑵の両方を考慮している。

これまでの研究においても，現政権の実績を

評価する際に有権者は「開発」（development）

が進展したかどうかを重要な基準としていると

いう議論が盛んに行われてきた［広瀬・南埜・

井上 2006；Kumar and Ranjan 2009］。しかし，多

くの場合，「開発」が具体的にどの程度の時間

的な幅における経済状況の改善を意味している

のか明確ではない。また，経済変動と投票行動

の関連性についてインドのデータを用いて実証

的な分析を行った既存研究としては，管見の限

りでは，Meyer and Malcolm（1993），Suri（2009），

近藤（2009）が存在するのみであるが，これら

の研究においても，現政権の経済実績を表す変

数として在任期間中の経済成長率または選挙前

年の経済成長率のどちらか一方に相当する変数

しか考慮されていない。さらに，経済変数が内

生的に決まっている可能性や経済変動以外の要

因による影響などを十分考慮していないため，

いずれの研究も部分的な分析にとどまっている

といわざるをえない。

⑶と⑷は，連邦政府と州政府の関係が現職の

州政権の再選可能性に与える影響を実証的に検

証するために用いられる説明変数である。⑶は，

州議会選挙の時点で州の政権与党が連邦政府に

参加していることによって，連邦政府に対する
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図１　経済成長率の分布

（a）全サンプル

0.2

0.1

0

－20 －10 0 10 20 30 （％）

（b）在任期間55カ月以上
0.2

0.1

0

－20 －10 0 10 20 30 （％）

在任期間中の成長率 選挙前年の成長率

在任期間中の成長率 選挙前年の成長率

（出所）　筆者作成。
（注）　横軸は経済成長率（％），縦軸は確率密度を表している。図に描かれている曲
　　　 線は，カーネル密度推定によって求められた確率密度である。
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評価が州議会選挙での投票行動にも影響を与え

るという可能性を考慮している。一方，⑷は，

連邦政府に参加していた期間が長い州議会の政

権与党の方が中央から州への財政移転や投資プ

ロジェクトの誘致などの面で大きな恩恵を受け

られるため，州議会選挙でより有利になるとい

う可能性を考慮している。実際，後者について

は，産業ライセンスの配分や連邦政府がコント

ロールする公共部門への支出などをめぐって，

会議派による中央政権が左翼政党や地域政党な

どの非会議派勢力によって政権が握られている

州を冷遇しているという議論が広く流布してき

た［Sinha 2005］（注18）。

ただし，本稿では，州議会の政権与党が中央

政権に閣僚を送りだしている場合にのみ，その

州政権は連邦議会においても与党であると判断

する。したがって，州議会の政権与党が中央政

権に対して閣僚を出さずに閣外協力を行ってい

る場合には，連邦政府には参加していないもの

とみなす（注19）。

上述した５つの説明変数の他に，⑹州議会の

与党（連立政権の場合は，連立内の最大与党）の

議席数が全議席に占める割合，⑺州政権が連立

政権であることを表すダミー変数，⑻（同一の

州政権内での）州首相の交代回数，⑼政治的分

断の度合いを表す指標である「有効政党数」

（effective number of parties），⑽州議会選挙での投

票率，⑾州議会選挙前３カ月，６カ月，12カ月

の物価上昇率，といった変数を説明変数として

用いる。なお，有効政党数については，州議会

における各党の議席の割合に基づいて計算を

行っている。つまり，政党 p＝1,..., Nの議席数

が全議席に占める割合を s p
it∈［0, 1］とすると，

有効政党数 ENPitは

ENPit＝
1

N

S
p＝1（s p

it）
2

と定義される［Laakso	and	Taagepera	1979］。

また，州議会選挙前の物価上昇率については，

「卸売物価指数」（Wholesale	Price	Index）に基

づいて計算を行っている。

さらに，本稿の実証分析では，各年代のダ

ミーと各政党のダミーがすべての定式化で用い

られる。各年代のダミーとは，1960年代，1970

年代，1980年代，1990年代，2000年代というそ

れぞれの年代を表すダミー変数のことである。

サンプル数が少ないことに加え，同じ年にいく

つもの選挙が行われているわけではないため，

各年のダミーではなく各年代のダミーを用いる。

また，各政党のダミーとは，州議会の政権与党

（連立政権の場合は，州首相が所属する政党）のタ

イプを表すダミー変数である。具体的には，⑴

会議派，⑵インド人民党（Bharatiya Janata Party），

⑶ジャナタ党（Janata Party）およびジャナタ・

ダル（Janata Dal），⑷左翼政党，⑸地域政党，

という５つのカテゴリーを設け，それぞれの州

政権をいずれかに分類する。

次節以降では，在任期間中の経済変動および

連邦政府と州政府の関係が現職の州政権の再選

可能性に与える影響を中心に実証分析を進めて

いく。とくに，現職の州政権が在任していた期

間全体の経済成長率（git
term）と州議会選挙の前

年の経済成長率（git
prev）のそれぞれが，州政権

の交代・継続とどのような関係にあるのかとい

う点に分析の焦点を当てる。具体的には，以下

のようなロジット・モデルに従って定量的な検

証を行う。
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Ⅱ　経済変動と再選可能性

１．分析の結果

表４は，⑴式のロジット・モデルによる推定

の結果を示したものである。まず，１列目では，

在任期間中の経済変動および連邦政府と州政府

の関係についての４つの変数と州政権の在任期

間を主な説明変数として推定を行っている。こ

れらの説明変数のうち，州議会選挙の前年の経

済成長率と州議会選挙の時点で州議会の与党が

連邦政府に参加していることを表すダミー変数

の２つについては，ともに係数は統計的に有意

でかつその符号は正である。つまり，選挙前年

の経済成長率が低い（高い）ほど，現政権が再

選される可能性が低く（高く）なるということ，

そして，州議会選挙の時点で連邦政府に参加し

ていることによって，現職の州政権が再選され

る可能性が押し上げられるということが推定の

結果から示唆される。さらに，連邦政府への参

加期間（月数）の係数は正の値である一方，在

任していた期間全体の経済成長率（年平均成長

率）の係数は負の値になっている。ただし，こ

れらの変数の係数はともに統計的に有意ではな

い。

表４の２列目では，これらの結果が異なる定

式化の下でも成り立つかどうかを確認している。

つまり，州議会の政権与党の議席割合，州政権

が連立政権であることを表すダミー変数，州首

相の交代回数といった州政権の属性を表す変数

を説明変数として加えた定式化に従って，各変

数が州政権の再選可能性に与える効果の推定を

試みている。また，表４の３列目では，有効政

党数および投票率といったその他の説明変数を

Pr（wit＝1）＝L（a＋bgit
term＋ggit

prev＋X'itd）　⑴

この式では，L（・）はロジスティック関数を表

し，Xitは在任していた期間全体の経済成長率

と選挙前年の経済成長率以外の説明変数からな

るベクトルを表している。

３．データ

これまで説明してきた各変数を作成する際に，

以下の資料・統計を利用した。各州での州議会

選挙の結果については，インド選挙委員会

（Election Commission of India）のウェブサイトか

らデータを入手した。州政権の交代・継続を表

す被説明変数を作成する際には，『アジア動向

年報』（1969〜2010年），『インド経済季報』（1969

〜1988年），『インド季報』（1988〜2008年）など

の記述を参考にした。各州の純州内生産の統計

については，中央統計機構（Central Statistical 

Organisation）によって作成されたデータを編集

した EPW Research Foundation（2009）などを使

用した。また，物価上昇率に関する統計は，イ

ンド政府によって刊行されている Indian Labour 

Journalの各号から入手した。

実証分析で用いられる各変数の記述統計量を

示しているのが，表３である。全サンプルの平

均と標準偏差に加えて，在任期間が55カ月以上

の場合と55カ月未満の場合についてもそれぞれ

平均と標準偏差を示している。さらに，表３の

最後の列では，在任期間が異なる２つのサンプ

ルの間でどのような属性の違いがあるかを確認

するために，平均の差とその統計的有意性を示

している。
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表
３
　
記
述
統
計
量

⒜
全
サ
ン
プ
ル

⒝
在
任
55
カ
月
以
上

⒞
在
任
55
カ
月
未
満

⒝
と
⒞
の

平
均
の
差

平
均

標
準
偏
差

平
均

標
準
偏
差

平
均

標
準
偏
差

州
政
権
の
継
続

在
任
期
間
中
の
経
済
成
長
率
（
％
）

選
挙
前
年
の
経
済
成
長
率
（
％
）

連
邦
政
府
の
与
党

連
邦
政
府
へ
の
参
加
期
間
（
月
数
）

州
政
権
の
在
任
期
間
（
月
数
）

与
党
の
議
席
割
合
（
％
）

連
立
政
権

州
首
相
の
交
代
回
数

有
効
政
党
数

投
票
率
（
％
）

選
挙
前
３
カ
月
の
物
価
上
昇
率
（
％
）

選
挙
前
６
カ
月
の
物
価
上
昇
率
（
％
）

選
挙
前
12
カ
月
の
物
価
上
昇
率
（
％
）

0.
39

4.
47

3.
78

0.
46

33
.6
0

55
.5
4

58
.7
4

0.
19

0.
85

2.
37

63
.6
2

1.
89

2.
64

8.
73

0.
49

2.
82

7.
26

0.
50

25
.1
9

10
.1
1

14
.6
1

0.
39

1.
03

1.
02

9.
40

1.
99

3.
10

6.
01

0.
40

4.
63

4.
61

0.
52

38
.6
2

60
.3
9

59
.7
3

0.
18

0.
89

2.
30

64
.6
2

1.
68

2.
07

7.
67

0.
49

2.
55

6.
28

0.
50

25
.0
9

4.
07

14
.3
8

0.
38

1.
00

1.
00

8.
89

2.
03

2.
67

5.
28

0.
33

3.
93

1.
10

0.
27

17
.3
7

39
.8
7

55
.5
5

0.
23

0.
73

2.
61

60
.3
7

2.
57

4.
50

12
.1
5

0.
48

3.
58

9.
40

0.
45

17
.8
1

7.
50

15
.1
3

0.
43

1.
14

1.
03

10
.4
0

1.
69

3.
67

7.
36

0.
07

0.
70

3.
50
**

0.
25
**

21
.2
5*
**

20
.5
3*
**

4.
18

−
0.
06

0.
15

−
0.
32

4.
25
**

−
0.
89

−
2.
43
**
*

−
4.
48
**
*

サ
ン
プ
ル
数

12
7

97
30

（
出
所
）
筆
者
作
成
。

（
注
）「
州
政
権
の
継
続
」，
「
連
邦
政
府
の
与
党
」，
「
連
立
政
権
」
は
，
そ
れ
ぞ
れ
ダ
ミ
ー
変
数
で
あ
る
。
**
*は
１
％
水
準
，
**
は
５
％
水
準
，
*は
10
％
水
準
で
統
計
的

に
有
意
で
あ
る
こ
と
を
そ
れ
ぞ
れ
表
し
て
い
る
。
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追加して推定を行っている。ただし，これらの

説明変数を加えた場合に得られる結果と表４の

１列目で示されている結果の間には大きな違い

は認められない。また，いずれの定式化の下で

も，州政権の属性を表す３つの説明変数の係数

が統計的に有意になることはない。

以上の分析結果を，次の２つの点にまとめる

ことができる（注20）。第１に，在任期間中の経済

表４　経済変動と再選可能性──ロジット・モデルによる推定（回帰係数）

被説明変数：州政権の継続を表すダミー変数

全サンプル 在任期間55カ月以上

⑴ ⑵ ⑶ ⑷ ⑸ ⑹

在任期間中の経済

成長率

−0.022

（0.100）

−0.035

（0.103）

−0.054

（0.102）

0.032

（0.118）

0.032

（0.120）

0.003

（0.120）

選挙前年の経済成

長率

0.079*

（0.041）

0.086**

（0.044）

0.090**

（0.043）

0.106**

（0.049）

0.107**

（0.049）

0.118**

（0.053）

連邦政府の与党
0.942*

（0.552）

1.512**

（0.758）

1.409*

（0.726）

0.818

（0.679）

1.155

（0.814）

1.119

（0.836）

連邦政府への参加

期間

0.019

（0.017）

0.021

（0.019）

0.025

（0.022）

0.028

（0.020）

0.032

（0.814）

0.034

（0.026）

州政権の在任期間
−0.037

（0.029）

−0.041

（0.031）

−0.042

（0.033）

−0.170*

（0.088）

−0.169*

（0.090）

−0.156*

（0.095）

与党の議席割合
0.001

（0.020）

−0.063

（0.040）

0.004

（0.021）

−0.026

（0.042）

連立政権
−1.709

（1.053）

−1.251

（1.114）

−1.246

（1.251）

−0.957

（1.372）

州首相の交代回数
−0.336

（0.228）

−0.341

（0.246）

−0.324

（0.248）

−0.396

（0.261）

有効政党数
−1.171*

（0.606）

−0.529

（0.661）

投票率
−0.002

（0.025）

−0.034

（0.034）

各政党のダミー

各年代のダミー

Log	likelihood

Pseudo	R-squared

サンプル数

州の数

○

○

−72.086

0.149

127

15

○

○

−68.259

0.194

127

15

○

○

−66.404

0.216

127

15

○

○

−53.417

0.183

97

15

○

○

−51.605

0.211

97

15

○

○

−50.882

0.222

97

15

（出所）筆者作成。

（注）表では，定数項の推定結果は省略されている。かっこ内の数字は，ロバストな標準誤差を表している。*** は

１％水準，** は５％水準，* は10％水準で統計的に有意であることをそれぞれ表している。
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変動の効果については，在任していた期間全体

の経済実績ではなく，選挙前年の経済成長率が

現職の州政権の再選可能性に重大な影響を及ぼ

している。したがって，選挙直前の経済状況の

良し悪しというより短期的な経済変動を判断基

準として，有権者が投票行動を決定している可

能性が高いと考えられる。第２に，連邦政府と

州政府の関係の効果については，在任期間中に

連邦政府に参加していた期間の長さではなく，

州議会選挙の時点で連邦政府に参加しているか

どうかが州政権の交代・継続とより密接に関係

している。

しかし，これらの結果を得る際に用いられて

いる実証分析の方法には，いくつかの懸念が存

在する。第１に，州議会選挙のタイミングが内

生的であることを通して，在任期間中の経済変

動（とくに，選挙前年の経済成長率）が内生的に

決まっているという可能性がある。たとえば，

再選される可能性を高めるために，経済状況を

はじめとして政権運営が全般的に順調な時期に

州政権が州議会の解散を行い，任期が満了する

よりも前に州議会選挙が実施されるという状況

を考えることができる（注21）。ただし，表３から

明らかなように，州政権の在任期間が短い場合

には選挙前年の経済成長率（1.10パーセント）

が在任期間中の年平均成長率（3.93パーセント）

に比べて極端に低いことから，このような懸念

はそれほど深刻なものであるとは考えられない。

むしろ問題となるのは，任期が満了する前に州

議会が解散して選挙が行われる場合には，政治

的な混乱と経済活動の停滞が同時に起きている

可能性が高いため，選挙前年の経済成長率の係

数は政治的な混乱が有権者の現政権に対する評

価に及ぼす影響を拾いあげている恐れがあると

いう点である。

第２に，任期満了を待たずに行われる選挙で

は，州政権の在任期間中の実績以外の争点がよ

り重要になる場合が多いため，これまでの分析

は在任期間中の経済変動が再選可能性に与える

影響を正確にとらえていない可能性がある。こ

のような状況が発生する典型的な例として挙げ

られるのが，連邦政府の強引な介入によって州

議会が解散に追い込まれたのを受けて行われる

州議会選挙である。たとえば，インディラ・ガ

ンディー首相は，州内の政治的混乱や政権与党

内の派閥対立などを口実に，会議派と激しい対

立関係にある政党によって政権が握られている

州に対して露骨な政治的介入を繰り返し行い，

いくつもの州政権を解任へと追い込んだ（注22）。

また，同首相は，1980年１月の連邦下院選挙で

ジャナタ党系の諸政党を破って首相の座に返り

咲いた直後には，ジャナタ党をはじめとする非

会議派の州政権を解任し，州議会を解散すると

いう強硬手段に踏み切った（注23）。これらの例が

示すような特殊な状況の下で州議会選挙が実施

される場合，中央と州の関係（中央集権化と地

域主権化の間での選択）や連邦レベルでの政権

交代の是非といった論点に対してより多くの焦

点が当てられるため，州政権の在任期間中の実

績は選挙の争点としてその重要性を相対的に低

下させている可能性がある。また，州政権が在

任期間中の実績とは関係のない争点（たとえば，

宗教間やカースト間の対立など）を意図的につく

りだし，その争点を有権者に問うという名目で

州議会を早期に解散して選挙を行うような場合

についても，同様の懸念が存在する。

これらの問題点に対処するために，州政権の

在任期間が55カ月以上経過した時点で実施され
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た州議会選挙だけをサンプルとして実証分析を

行う。インドの州議会の任期は５年（60カ月）

と定められていることから，ここで分析の対象

となっているのは任期満了かそれに近いタイミ

ングで実施された州議会選挙ということになる。

そのため，このように分析対象を絞り込むこと

によって，上で指摘したような懸念をある程度

緩和することができると考えられるのである。

表４の４〜６列目は，州政権の在任期間が55

カ月以上経過した時点で実施された州議会選挙

をサンプルとして推定した場合の結果を示して

いる。一見して明らかなように，州議会の与党

が連邦政府に参加していることを表すダミー変

数の係数が統計的に有意ではないということ以

外は，全サンプルを用いて分析を行った１〜３

列目の結果と４〜６列目の結果の間にそれほど

大きな違いはみられない。つまり，任期満了か

それに近いタイミングで行われた選挙に分析対

象を絞った場合でも，選挙前年の経済成長は州

政権の再選可能性を高める効果があるという結

果が得られる。また，これまでと同様に，在任

していた期間全体の経済実績および連邦政府へ

の参加期間の長さは州政権の交代・継続に統計

的に有意な影響を及ぼしていないことも確認さ

れる。

ただし，このようにサンプルを絞って実証分

析を行ったとしても，州議会選挙の前年の経済

成長率が内生的に決まっている可能性は依然と

して完全に排除することはできない。なぜなら，

州議会が任期の途中で解散されなかったとして

も，５年の任期が満了して次の州議会選挙が行

われる時期に狙いを定めて経済政策を実施する

ことによって，州政権がより主体的に景気循環

を作りだして再選の確率を高めているという可

能性を考えることができるからである。この点

については，次節で詳しく検討する。

２．限界効果

では，統計的に有意であることが示された州

議会選挙の前年の経済成長率は，現職の州政権

の再選可能性にどの程度の大きさの影響を与え

ているのだろうか。

表５は，選挙前年の経済成長率をはじめとす

る説明変数の「限界効果」（marginal effect）を示

したものである（注24）。１列目と２列目では，そ

れぞれ表４の３列目と６列目の定式化に従って

限界効果を求めている。ただし，これらの値を

求める際には，連続的な説明変数だけでなくダ

ミー変数のような離散的な説明変数についても

平均値が用いられている。そのため，どのよう

な属性をもつ州政権について各変数の限界効果

を算出しているのかが明確ではないという点で

若干問題が残る。つまり，表５の１列目と２列

目の限界効果を求める際には，表３で示されて

いる各説明変数の平均値を用いて計算を行って

いるため，「連邦政府の与党」や「連立政権」

といったダミー変数についても平均値が用いら

れているが，これらの説明変数がそれぞれの平

均値に近い値をとることは実際にはありえない

のである。

そこで，表５の３列目と４列目では，それぞ

れ表４の３列目と６列目の定式化に従いながら，

ダミー変数については特定の値を代入して限界

効果を求めている。具体的には，選挙前年の経

済成長率の限界効果を求める場合には，会議派

が中央政権を握っているという状況の下での会

議派による単独の州政権を想定している（注25）。

また，州議会選挙の時点で連邦政府に参加して
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いることの限界効果を求める場合には，会議派

による単独の州政権の下で，連邦政府の与党で

ある場合とそうでない場合で現職の州政権が再

選される可能性にどの程度の違いが生じるのか

を求めている。なお，連続的な説明変数につい

ては，表３で示されている平均値を用いている。

表５で示されている限界効果の値をみる限り

では，選挙前年の経済成長率が州政権の再選可

能性に与える影響は，いずれの場合も大きく変

わらない。具体的には，選挙前年の経済成長率

が１パーセンテージ・ポイント低く（高く）な

ることによって，州政権が継続する確率は2.0

〜2.8パーセンテージ・ポイント低下（上昇）す

る。なお，１列目と２列目および３列目と４列

目のように，異なるサンプルについて同一の定

式化を用いて推定した場合の結果を比較すると，

任期満了かそれに近いタイミングで実施された

選挙をサンプルとした場合の方が全サンプルを

用いた場合よりも，選挙前年の経済成長率の限

界効果が幾分大きくなっていることがわかる。

一方，州議会選挙の時点で連邦政府に参加して

いることによって，州政権が継続する確率は

（連邦政府に参加していない場合と比較して）22.0

〜31.4パーセンテージ・ポイント高くなる。た

だし，在任期間が55カ月以上経過した時点で行

われた州議会選挙をサンプルとした場合には，

表５　経済変動と再選可能性──ロジット・モデルによる推定（限界効果）

各説明変数の平均値 会議派の単独政権

全サンプル
在任期間

55カ月以上
全サンプル

在任期間

55カ月以上

⑴ ⑵ ⑶ ⑷

在任期間中の経済成長率

選挙前年の経済成長率

連邦政府の与党

連邦政府への参加期間

州政権の在任期間

与党の議席割合

連立政権

州首相の交代回数

有効政党数

投票率

−0.012

0.020**

0.314**

0.006

−0.010

−0.014

−0.240

−0.077

−0.265**

−0.000

0.001

0.028**

0.255

0.008

−0.036*

−0.006

−0.199

−0.092

−0.123

−0.008

−0.013

0.022**

0.278**

0.006

−0.010

−0.015

−0.256

−0.084

−0.288**

−0.000

0.001

0.028**

0.220

0.008

−0.037*

−0.006

−0.195

−0.095

−0.127

−0.008

各政党のダミー

各年代のダミー

サンプル数

州の数

○

○

127

15

○

○

97

15

○

○

127

15

○

○

97

15

（出所）筆者作成。

（注）⑴と⑵では，各説明変数の平均値を用いて限界効果を計算している。⑶と⑷では，会議派ダミーと

して「１」，それ以外の政党ダミーの値として「０」，「連邦政府の与党」の値として「１」，「連立政

権」の値として「０」，その他の説明変数については平均値を用いて限界効果を計算している。

*** は１％水準，** は５％水準，* は10％水準で統計的に有意であることをそれぞれ表している。
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限界効果は大きな値を示しているものの統計的

に有意ではない。

さらに，限界効果はそれほど大きな値ではな

いものの，選挙前年の経済成長率は州政権の継

続・交代に重大な影響を及ぼしているという点

に注意する必要がある。これを理解するために

は，次の２つの点を考慮しなければならない。

第１に，選挙前年の経済成長率の散らばり具合

が非常に大きいという点である（図１および表

３）。限界効果の値は，選挙前年の経済成長率

が１パーセンテージ・ポイント異なることに

よって，再選可能性がどの程度変化するのかを

表している。しかし，選挙前年の経済成長率の

標準偏差は7.26とかなり大きいため，限界効果

が基準としている１パーセンテージ・ポイント

の違いというのは，実際の変動幅と比較すると

小さな変化にすぎない。第２に，被説明変数の

平均値が小さい（別の言い方をすると，現職の州

政権が継続する確率が低い）という点である。そ

のため，限界効果がそれほど大きくなかったと

しても，選挙前年の経済成長率が州政権の再選

可能性に及ぼす影響は相対的に大きなものにな

るのである（注26）。

以上の分析から，選挙前年の経済成長率が州

政権の再選可能性に与える効果は統計的に有意

であるだけではなく，実際に大きなインパクト

を有していることが確かめられる。したがって，

この実証結果から，短期的な経済状況が非常に

不安定であるということがインドの民主主義体

制の特徴である激しい政治的変動の要因として

重要な役割を果たしていると結論づけられるの

である。

Ⅲ　実証結果の頑健性

１．追加的な分析

本稿の実証分析は州を観測単位としているた

め，各州に固有の要因が在任期間中の経済変動

や連邦政府と州政府の関係を表す説明変数と州

政権の継続・交代を表す被説明変数の両方と相

関をもっている可能性が十分考えられる。もし，

このような特徴をもつ各州に固有の要因が説明

変数としてまったく考慮されていなければ，こ

れまでの分析で得られた実証結果は何らかの統

計的な偏りを伴う不正確なものであるという恐

れがある。そこで，このような懸念に対処する

ために，次のような２つの方法を試みる。

第１に，各州に固有の観察不可能な要因をコ

ントロールするために，固定効果ロジット・モ

デルによる推定を行う。その結果を示している

のが，表６である。まず，これまでと同様に，

選挙前年の経済成長率の係数は符号が正でかつ

統計的に有意である。また，在任期間中の年平

均成長率については，その係数は正の値である

ものの統計的に有意ではない。したがって，在

任期間中の経済変動が現職の州政権の再選可能

性に与える効果に関しては，固定効果ロジッ

ト・モデルを用いた場合でも，ロジット・モデ

ルを用いた場合と同様の実証結果が得られる。

一方，連邦政府と州政府の関係が再選可能性

に与える影響については，固定効果ロジット・

モデルを用いた場合とロジット・モデルを用い

た場合では幾分異なった結果が得られる。つま

り，ロジット・モデルを用いた場合には統計的

に有意ではなかった連邦政府への参加期間が，

表６では再選可能性に対してほぼ一貫して統計
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的に有意な影響を与えている。ただし，このよ

うに定式化によって統計的に有意となる説明変

数に違いはあるものの，連邦政府と州政府の関

係が再選可能性に影響を与えているということ

は確認できる。

第２に，説明変数と被説明変数の両方と相関

表６　経済変動と再選可能性──固定効果ロジット・モデルによる推定（回帰係数）

被説明変数：州政権の継続を表すダミー変数

全サンプル 在任期間55カ月以上

⑴ ⑵ ⑶ ⑷ ⑸ ⑹

在任期間中の経済

成長率

0.016

（0.097）

0.002

（0.104）

0.038

（0.111）

0.004

（0.129）

0.083

（0.152）

0.226

（0.186）

選挙前年の経済成

長率

0.076*

（0.039）

0.078*

（0.041）

0.075*

（0.044）

0.118**

（0.052）

0.139**

（0.056）

0.180***

（0.068）

連邦政府の与党
1.073*

（0.607）

1.022

（0.727）

1.000

（0.733）

0.993

（0.807）

0.151

（0.993）

0.516

（1.122）

連邦政府への参加

期間

0.027

（0.018）

0.044**

（0.021）

0.059**

（0.025）

0.050**

（0.024）

0.095**

（0.037）

0.135***

（0.049）

州政権の在任期間
−0.077**

（0.036）

−0.065*

（0.036）

−0.086**

（0.041）

−0.172*

（0.103）

−0.241**

（0.117）

−0.307**

（0.141）

与党の議席割合
−0.037

（0.025）

−0.043

（0.053）

−0.040

（0.033）

−0.023

（0.080）

連立政権
−1.342

（1.299）

−0.871

（1.311）

0.455

（1.626）

1.187

（1.679）

州首相の交代回数
−0.596*

（0.323）

−0.619*

（0.336）

−1.026**

（0.457）

−1.195**

（0.547）

有効政党数
−0.019

（1.083）

0.622

（1.684）

投票率
0.120**

（0.055）

0.159**

（0.080）

各政党のダミー

各年代のダミー

Log	likelihood

Pseudo	R-squared

サンプル数

州の数

○

○

−40.921

0.293

121

14

○

○

−38.145

0.341

121

14

○

○

−35.545

0.386

121

14

○

○

−25.808

0.372

93

14

○

○

−22.501

0.452

93

14

○

○

−19.931

0.515

93

14

（出所）筆者作成。

（注）パンジャーブ州については，分析の対象となっている６回の選挙すべてで州政権が交代していることから，

固定効果ロジット・モデルを用いた推定の際にはサンプルには含まれない。そのため，⑴〜⑹ではパンジャー

ブ州以外の14州を分析の対象としている。かっこ内の数字は，標準誤差を表している。*** は１％水準，** は

５％水準，* は10％水準で統計的に有意であることをそれぞれ表している。
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をもつ可能性がある変数を説明変数として加え

た定式化に従って，ロジット・モデルによる推

定を行う。すでに表４と表６では，州議会与党

の議席割合，州政権が連立政権であることを表

すダミー変数，州首相の交代回数，有効政党数，

州議会選挙での投票率といった政治的な側面に

関する変数を追加的な説明変数として用いて分

析を行っている。たとえば，州首相の交代回数

については，州首相が頻繁に交代する州政権ほ

ど与党内が不安定であるため，州議会選挙での

再選が困難になる傾向にある一方，州首相の交

代に象徴される政権与党内の混乱は経済運営に

悪影響を及ぼすという可能性が考えられる（注27）。

そこで，説明変数（とくに，選挙前年の経済成

長率）と被説明変数の両方と相関をもつ可能性

がある経済的な側面に関連する変数を新たなコ

ントロール変数として加えて推定を行う。具体

的には，近藤（2009）に従って，州議会選挙前

３カ月，６カ月，12カ月の物価上昇率を用い

る（注28）。短期的な物価上昇が政治変動に与える

影響についてはこれまでにも数多くの議論が行

われてきているため，物価の変動が州政権の再

選可能性に与える影響それ自体についても分析

上の関心を向ける必要がある。

表７は，州議会選挙前３カ月，６カ月，12カ

月の物価上昇率をそれぞれ説明変数として加え

てロジット・モデルによる推定を行った結果を

示している。いずれの定式化の下でも，選挙前

年の経済成長率の係数は統計的に有意であり，

限界効果の値も2.0〜2.9パーセンテージ・ポイ

ントとこれまでとほぼ同様の結果が得られる。

一方，物価上昇率については，州議会選挙前６

カ月と12カ月の物価上昇率が州政権の再選可能

性に影響を与えているということが示唆される。

さらに，これらの変数の係数は統計的に有意で

あるだけではなく，実際に大きなインパクトを

有している（注29）。したがって，選挙前年の経済

成長率に加えて，選挙前６カ月および12カ月と

いう短期的な物価変動が州政権の再選可能性に

重大な影響を及ぼしていることが確認される。

２．「政治的景気循環」と「政治的予算循

環」の影響

州議会選挙のタイミングの内生性を通して，

在任期間中の経済変動（とくに，選挙前年の経

済成長率）が内生的に決まっているという懸念

に対処するために，本稿では，州政権の在任期

間が55カ月以上経過した時点で行われた州議会

選挙をサンプルとする分析を試みている。しか

し，その一方で，任期が満了する時期を考慮に

入れながら，州政権が公的支出の拡大や減税な

どの経済政策によって景気循環をより主体的に

つくりだしているという可能性も十分考えられ

る。そのため，任期満了かそれに近いタイミン

グで実施された州議会選挙に分析の対象を絞り

込んだとしても，選挙前年の経済成長率が内生

的に決まっている可能性を完全には否定するこ

とはできない。

実際，このような視点から，「政治的景気循

環」（political business cycle）および「政治的予算

循環」（political budget cycle）に関する実証研究

がこれまでにも盛んに行われてきた。政治的景

気循環に関する研究では，選挙の時期が近づく

につれて，経済成長率，物価上昇率，失業率と

いったマクロ経済指標に改善がみられるかどう

かという点が実証的に検証されている。一方，

政治的予算循環に関する研究では，選挙の時期

が近づくにつれて，公的支出の拡大や税率の低
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下およびそれらに伴う財政赤字の増大がみられ

るかどうかという点に分析上の関心が向けられ

ている。

しかし，いくつかの理由から，選挙前年の経

済成長率が一時的な経済政策の影響で内生的に

決まっているという懸念は，深刻なものである

とは考えられない。まず，政治的景気循環に関

する既存研究の多くが，その存在を強く支持す

るような実証結果を得ていない［Lewis-Beck 

1988；Alesina, Roubini and Cohen 1997；Faust and 

Irons 1999］。さらに，本稿の実証分析で用いら

れているデータが示すように，選挙前年の経済

表７　短期的な物価上昇の影響──ロジット・モデルによる推定（回帰係数）

被説明変数：州政権の継続を表すダミー変数

全サンプル
在任期間

55カ月以上
全サンプル

在任期間

55カ月以上
全サンプル

在任期間

55カ月以上

⑴ ⑵ ⑶ ⑷ ⑸ ⑹

在任期間中の経済

成長率

−0.054

（0.101）

−0.003

（0.118）

−0.068

（0.105）

0.010

（0.120）

−0.067

（0.106）

0.001

（0.126）

選挙前年の経済成

長率

0.090**

（0.043）

0.120**

（0.053）

0.093**

（0.043）

0.127**

（0.051）

0.088**

（0.042）

0.115**

（0.050）

連邦政府の与党
1.413*

（0.738）

1.079

（0.875）

1.220

（0.749）

0.955

（0.961）

1.175

（0.801）

0.834

（1.014）

連邦政府への参加

期間

0.025

（0.022）

0.034

（0.026）

0.030

（0.026）

0.041

（0.035）

0.031

（0.026）

0.039

（0.033）

州政権の在任期間
−0.043

（0.036）

−0.146

（0.106）

−0.070*

（0.042）

−0.231**

（0.115）

−0.067*

（0.038）

−0.195*

（0.109）

選挙前３カ月の物

価上昇率

−0.010

（0.155）

0.063

（0.228）

選挙前６カ月の物

価上昇率

−0.238**

（0.107）

−0.327**

（0.149）

選挙前12カ月の物

価上昇率

−0.126**

（0.063）

−0.195**

（0.087）

その他の説明変数

各政党のダミー

各年代のダミー

Log	likelihood

Pseudo	R-squared

サンプル数

州の数

○

○

○

−66.402

0.216

127

15

○

○

○

−50.842

0.222

97

15

○

○

○

−63.191

0.254

127

15

○

○

○

−47.266

0.277

97

15

○

○

○

−63.913

0.245

127

15

○

○

○

−48.183

0.263

97

15

（出所）筆者作成。
（注）「その他の説明変数」とは，「与党の議席割合」，「連立政権」，「州首相の交代回数」，「有効政党数」，「投票率」

という５つの説明変数を意味する。表では，定数項の推定結果は省略されている。かっこ内の数字は，ロバ
ストな標準誤差を表している。*** は１％水準，** は５％水準，* は10％水準で統計的に有意であることをそ
れぞれ表している。
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成長率が在任期間中の年平均成長率を大きく超

えるというような事実は認められない（表８）。

全期間を通してみると，選挙前年の成長率より

もむしろ在任期間中の年平均成長率の方が若干

高く，州政権の在任期間が55カ月以上の場合に

ついても，選挙前年と在任期間全体の成長率の

間に大きな違いはみられない。また，年代や政

権与党のタイプごとに比較してみても，2000年

代または政権与党が地域政党である場合以外に

は，選挙前年の成長率が在任期間中の年平均成

長率を大きく上回ることはない。

一方，政治的予算循環に関する研究では，開

発途上国や新興民主主義国などの一部の国々で

よりはっきりとした予算循環がみられることが

指摘されている［Drazen 2001；Brender and Drazen 

2005；Shi and Svensson 2006］。さらに，インドを

事例として，政治的予算循環の存在を明らかに

している実証研究もいくつか存在する［Chhibber 

1995；Khemani 2004；Cole 2009；Saez and Sinha 

2010］。したがって，政治的景気循環と政治的

予算循環に関する研究から得られる結果を総合

すると，選挙のタイミングに合わせて公的支出

の拡大や減税などの経済政策が実行されている

ものの，それが必ずしもマクロ経済のパフォー

マンスの改善に結び付いているわけではないと

いうことが示唆される。とくに，インドの場合，

経済全体に占める割合が比較的高い農業部門は，

毎年６〜９月に発生するモンスーンに大きく依

表８　在任期間中と選挙前年の経済成長率の比較

在任期間中の

経済成長率

選挙前年の

経済成長率
サンプル数

全サンプル
4.47

（2.82）

3.78

（7.26）
127

年代

　1960年代

　1970年代

　1980年代

　1990年代

　2000年代

2.11

3.73

4.07

5.59

5.53

2.56

2.74

−0.42　

5.65

7.91

13

27

30

29

28

政権与党

　インド国民会議派

　インド人民党

　ジャナタ党／ジャナタ・ダル

　左翼政党

　地域政党

4.36

5.79

2.90

4.90

4.97

3.58

5.44

−1.08　

3.53

6.22

73

7

12

9

26

州政権の在任期間

　在任期間55カ月以上

　在任期間55カ月未満

4.63

3.93

4.61

1.10

97

30

（出所）筆者作成。

（注）在任期間中の経済成長率と選挙前年の経済成長率は，パーセント（％）で表示

されている。かっこ内の数字は，標準偏差を表している。
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存していることから，一時的な経済政策がマク

ロ経済に及ぼす影響は限定的なものにならざる

を得ないと考えられる。

ただし，インド経済全体に占める農業部門の

比率は着実に低下してきていることから，2000

年代に選挙前年の成長率（7.91パーセント）が

在任期間中の年平均成長率（5.53パーセント）

を大きく上回っているのは，州政府が経済政策

によってマクロ経済に影響を与えることが容易

になってきたためであるという可能性は否定で

きない。また，州議会の政権与党が地域政党で

ある場合に選挙前年の成長率（6.22パーセント）

が在任期間中の年平均成長率（4.97パーセント）

を上回っているのは，地域政党の方が各地方の

経済構造を熟知していることから，どのような

経済政策がマクロ経済を改善させるうえでより

効果的なのかをよく把握しているためであると

いう可能性も考えられる。そこで，州議会選挙

の前年の経済成長率が内生的に決まっている可

能性が比較的高いと考えられるこれらのサンプ

ルを分析対象から除外して推定を行ったが，得

られる結果に大きな変化はみられない（推定結

果は省略）。

もうひとつ懸念されるのは，州議会選挙での

アピールを狙って打ち出された政策そのものが

有権者の投票行動に直接影響を与えるという可

能性である（注30）。具体的には，選挙直前の経済

状況が思わしくないときほど，現職の州政権は

選挙目当ての政策をより積極的に行うため，そ

の政策自体を評価した有権者が与党に投票する

ようになるという状況が考えられる。確かに，

この場合には，選挙前年の経済成長率の係数と

して推定される値は偏りを伴う不正確なものに

なる恐れがある。しかし，この偏りは，選挙前

年の経済成長率の効果を実際よりも過小に評価

する方向に働く下方バイアス（downward bias）

であるという点に注意する必要がある。した

がって，上記のような可能性があるとしても，

選挙前年の成長率が州政権の再選可能性に与え

る効果は，実際には推定値よりも大きいと予想

されるのである。

３．1990年代前後の比較

インドでは，1980年代中頃からなし崩し的に

経済自由化へと方向転換が図られ，1990年代に

入るとより本格的に自由化政策が推し進められ

るようになった。そして，1990年代以降はそれ

と軌を一にして，経済成長や貧困削減といった

経済的な側面での大きな変化がこれまでにはな

い速度で進展している。また，政治的な側面で

は，宗教やカーストなどのアイデンティティが

その重要性を増すようになるとともに，これま

では政治的に支配される側にすぎなかった中下

層階層が上層階層から政治権力を奪うという現

象が，1990年代になってより顕著にみられるよ

うになった。

では，このように経済・政治の両面で大きな

変化がみられるようになった1990年代の前後で，

経済変動が再選可能性に及ぼす影響に何らかの

変化があったのだろうか。この点を具体的に検

証するために，表９では，1990年以降を表すダ

ミー変数と経済変動に関連した説明変数（在任

期間中の経済成長率，選挙前年の経済成長率，選

挙前６カ月または12カ月の物価上昇率）の間の交

差項を説明変数として加えて推定を行っている。

交差項の係数の符号のパターンから，短期的な

経済変動の重要性が低下する傾向にある一方で，

在任期間中の経済成長率というより長期的な経
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表９　1990年代前後の比較──ロジット・モデルによる推定（回帰係数）

被説明変数：州政権の継続を表すダミー変数

全サンプル 在任期間55カ月以上

⑴ ⑵ ⑶ ⑷ ⑸ ⑹

在任期間中の経済
成長率

−0.087
（0.125）

−0.123
（0.123）

−0.105
（0.126）

−0.180
（0.154）

−0.183
（0.146）

−0.157
（0.151）

1990年以降 × 在
任期間中の経済成
長率

0.059
（0.241）

0.104
（0.227）

0.088
（0.249）

0.389
（0.288）

0.430
（0.289）

0.376
（0.294）

選挙前年の経済成
長率

0.125**
（0.060）

0.116**
（0.053）

0.121**
（0.058）

0.130*
（0.066）

0.140**
（0.062）

0.129**
（0.064）

1990年以降 × 選
挙前年の経済成長
率

−0.079
（0.102）

−0.071
（0.095）

−0.064
（0.095）

−0.019
（0.102）

−0.030
（0.092）

−0.014
（0.096）

選挙前６カ月の物
価上昇率

−0.307**
（0.121）

−0.521***
（0.168）

1990年以降 × 選
挙前６カ月の物価
上昇率

0.320
（0.275）

0.761
（0.478）

選挙前12カ月の物
価上昇率

−0.112*
（0.063）

−0.240**
（0.111）

1990年以降 × 選
挙前12カ月の物価
上昇率

−0.106
（0.178）

0.227
（0.258）

連邦政府の与党
1.524*

（0.791）
1.149

（0.843）
1.279

（0.855）
1.290

（0.795）
0.677

（0.968）
1.015

（0.960）

連邦政府への参加
期間

0.021
（0.023）

0.033
（0.026）

0.026
（0.026）

0.032
（0.025）

0.056
（0.035）

0.045
（0.033）

州政権の在任期間
−0.046
（0.033）

−0.068*
（0.042）

−0.069*
（0.039）

−0.123
（0.087）

−0.237*
（0.125）

−0.204*
（0.124）

交差項の p値 ［0.639］ ［0.433］ ［0.768］ ［0.275］ ［0.051］ ［0.360］

その他の説明変数
各政党のダミー
各年代のダミー
Log	likelihood
Pseudo	R-squared
サンプル数
州の数

○
○
○

−65.957
0.221
127
15

○
○
○

−61.819
0.270
127
15

○
○
○

−63.344
0.252
127
15

○
○
○

−49.592
0.241
97
15

○
○
○

−43.384
0.336
97
15

○
○
○

−46.576
0.287
97
15

（出所）筆者作成。
（注）「交差項の p値」とは，交差項を含むモデルと含まないモデルについて尤度比検定を行った際に求められる p

値のことである。「その他の説明変数」とは，「与党の議席割合」，「連立政権」，「州首相の交代回数」，「有効
政党数」，「投票率」という５つの説明変数を意味する。表では，定数項の推定結果は省略されている。かっ
こ内の数字は，ロバストな標準誤差を表している。*** は１％水準，** は５％水準，* は10％水準で統計的に
有意であることをそれぞれ表している。



26

済変数の重要性が増してきているという可能性

を指摘できるだろう。

ただし，1990年以降を表すダミー変数と経済

変動に関連した説明変数の間の交差項は，個々

には統計的に有意でない。さらに，表９の「交

差項の p値」の部分に示されているように，交

差項の係数がすべてゼロであるという帰無仮説

も尤度比検定によって棄却することはできない

（５列目の定式化の場合にのみ，10パーセント水準

で帰無仮説を棄却することができる）。つまり，

1990年代前後で経済変動が州政権の再選可能性

に与える効果に変化がみられたという仮説を支

持する実証結果は得られないのである。

Ⅳ　「蜜月効果」と再選可能性

州議会選挙の時点で連邦政府に参加している

ことによって，現職の州政権の再選可能性が押

し上げられているという実証結果がいくつかの

定式化の下で得られた。本節では，連邦政府へ

の参加が州政権の交代・継続に与える影響は，

州議会選挙の時点での連邦政府の在任年数に依

存しているという可能性を検討する。

Yadav（2004）は，連邦下院選挙の結果がそ

れぞれの州の州政権の在任期間によって規定さ

れると指摘している。つまり，新しい州政権が

樹立されてからそれほど時間が経過していない

場合には，州議会の政権与党は連邦下院選挙に

おいて有利な戦いを進めることができる一方，

在任期間の長い州政権は苦戦を強いられる傾向

にあると論じている。これに関連して，

Ravishankar（2009）は，連邦政府への参加が現

職の州政権の再選可能性に与える効果は，州議

会選挙の時点での連邦政府の在任年数によって

異なるという仮説を定量的に検証している。そ

の結果，連邦政府が樹立されてから１〜２年目

の時点では，連邦政府への参加が州政権の再選

可能性に対して正の効果をもっているが，その

効果は連邦政府の在任期間が長くなるにつれて

徐々に失われ，３年目以降になると負の効果を

もつようになるという実証結果を得ている。つ

まり，この研究では，「蜜月効果」（honeymoon 

effect）が存在すると結論づけられているのであ

る。

ところが，Ravishankar（2009）は，連邦政府

の在任年数が追加的に１年増加することにとも

なって連邦政府への参加の効果が単調的に変化

することを暗黙のうちに仮定しているため，用

いられている定式化が柔軟性を欠いているとい

わざるを得ない。したがって，連邦政府への参

加の効果が連邦政府の在任年数に応じて大きく

変動する場合には，Ravishankar（2009）の定式

化は適切なものであるとはいえない。さらに，

連邦政府の在任年数が長くなるにつれて，連邦

政府への参加が州政権の再選可能性に及ぼす効

果が正から負へと徐々に変化していくという実

証結果は，用いている定式化に依存している可

能性が大きい。

そこで，以下では，連邦政府への参加の有無

が州政権の再選可能性に及ぼす効果は，州議会

選挙の時点での連邦政府の在任年数によって規

定されるという仮説をより柔軟な定式化の下で

実証的に検証する。具体的には，連邦政府が発

足してから何年目の時点で実施された州議会選

挙であるのかを表す５つのダミー変数（１年目，

２年目，３年目，４年目，５年目以降）を定義し，

それらと州議会の政権与党が連邦政府に参加し

ていることを表すダミー変数との交差項を説明



インド州議会選挙における「反現職要因」としての経済変動

27

変数として加えて，ロジット・モデルによる推

定を行う。

まず，表10の１列目では，全サンプルを用い

て分析を行っている。この定式化の下では，連

邦政府が発足してから１年以内に行われる州議

会選挙では，連邦政府に参加している州政権の

方が参加していない州政権よりも再選可能性が

高くなることがはっきりと示される。その一方

で，連邦政府が発足してから２年目以降になる

と，州議会選挙の時点で連邦政府に参加してい

る州政権と参加していない州政権の間の再選可

能性の違いは，統計的に有意ではなくなる。

ただし，以上の結果は，連邦政府のパフォー

マンスの良し悪しに対する有権者の評価を交差

項が拾い上げていることによるものであるとい

う可能性が考えられる。そこで，表10の２列目

と３列目では，州議会の政権与党が連邦政府に

参加していることを表すダミー変数と選挙前年

のインド全体の経済成長率および選挙前６カ月

の物価上昇率の交差項をそれぞれ説明変数とし

て加えて推定を行っている。さらに，表10の４

〜６列目では，在任期間が55カ月以上経過した

時点で実施された州議会選挙をサンプルとして

分析を行っている。しかし，いずれの定式化の

下でも，表10の１列目とほぼ同様の結果が得ら

れる。

これらは，Ravishankar（2009）の実証結果と

は２つの点で異なっている。第１に，蜜月効果

は単調的に変化するのではなく，連邦政府が発

足してから１年以内に急速に消滅してしまうと

いう点である。第２に，３年目以降になると，

連邦政府に参加している州政権の方が参加して

いない州政権よりも不利になるという結果は実

証的には得られないという点である。確かに，

連邦政府の在任年数が長くなるにつれて，連邦

政府に参加していることよる効果は正から負へ

と変化していることが推定値から判断されるが，

連邦政府が発足してから１年以内という場合を

除いて，連邦政府に参加している州政権と参加

していない州政権の間の再選可能性の違いは統

計的に有意ではない。したがって，中央政権の

発足から２年目以降に行われる州議会選挙につ

いては，連邦政府に参加している州政権と参加

していない州政権の間に再選可能性の違いは

はっきりとはみられないのである。

一方，州議会選挙の前年の経済成長率につい

ては，すべての定式化の下で係数が正でかつ統

計的に有意であり，これまでと同様の結果が得

られる。また，表10の１〜６列目の定式化に

従って選挙前年の経済成長率の限界効果を求め

ると，2.0〜3.5パーセンテージ・ポイントとい

う値が得られる。したがって，蜜月効果の存在

を考慮した場合でも，選挙前年の経済成長率が

州政権の再選可能性に与える影響は統計的に有

意であるだけではなく，実際に大きなインパク

トを有しているということが確かめられるので

ある。

Ⅴ　結　論

本稿では，インドの民主主義体制の特徴のひ

とつである「反現職」または「現職批判」と呼

ばれる現象を生み出している要因を実証的に明

らかにするために，1965年から2009年にかけて

主要な15州で行われた州議会選挙を対象として

定量的な分析を試みた。

その結果，選挙直前の経済状況の良し悪しが

現職の州政権の再選可能性に重大な影響を及ぼ
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表10　「蜜月効果」と再選可能性──ロジット・モデルによる推定（回帰係数）

被説明変数：州政権の継続を表すダミー変数

全サンプル 在任期間55カ月以上

⑴ ⑵ ⑶ ⑷ ⑸ ⑹

在任期間中の経済
成長率

−0.162
（0.125）

−0.174
（0.130）

−0.184
（0.132）

−0.198
（0.144）

−0.157
（0.146）

−0.211
（0.158）

選挙前年の経済成
長率

0.110**
（0.049）

0.091**
（0.046）

0.105**
（0.051）

0.139***
（0.054）

0.137**
（0.062）

0.144**
（0.057）

連邦政府への参加
期間

0.051**
（0.023）

0.065***
（0.024）

0.058***
（0.023）

0.101***
（0.035）

0.108***
（0.034）

0.096***
（0.034）

州政権の在任期間
−0.080**
（0.040）

−0.105***
（0.041）

−0.107**
（0.042）

−0.086
（0.082）

−0.150
（0.099）

−0.156
（0.113）

連邦政府の与党×
連邦政府１年目

3.559**
（1.412）

4.391***
（1.174）

2.842*
（1.505）

3.127**
（1.255）

7.181***
（1.617）

2.695*
（1.514）

連邦政府の与党×
連邦政府２年目

0.434
（1.420）

1.709
（1.638）

0.044
（1.442）

−1.132
（2.714）

3.891
（3.322）

−1.088
（2.523）

連邦政府の与党×
連邦政府３年目

−1.326
（1.460）

−0.772
（1.488）

−1.995
（1.383）

連邦政府の与党×
連邦政府４年目

−1.456
（1.349）

−0.359
（1.720）

−2.069
（1.341）

−4.020
（2.456）

1.455
（2.498）

−4.273*
（2.543）

連邦政府の与党×
連邦政府５年目

−0.201
（1.167）

0.601
（1.278）

−1.076
（1.237）

−2.107
（1.467）

2.151
（2.216）

−2.098
（1.743）

選挙前年の全イン
ドの成長率

0.236
（0.153）

0.446**
（0.186）

連邦政府の与党×
選挙前年の全イン
ドの成長率

−0.252
（0.209）

−0.873***
（0.328）

選挙前６カ月の物
価上昇率

−0.280**
（0.127）

−0.243
（0.162）

連邦政府の与党×
選挙前６カ月の物
価上昇率

0.244
（0.217）

0.103
（0.330）

その他の説明変数
各政党のダミー
各年代のダミー
Log	likelihood
Pseudo	R-squared
サンプル数
州の数

○
○
○

−56.036
0.338
127
15

○
○
○

−53.688
0.366
127
15

○
○
○

−53.556
0.368
127
15

○
○
○

−38.196
0.380
90
15

○
○
○

−34.384
0.442
90
15

○
○
○

−37.078
0.398
90
15

（出所）筆者作成。
（注）在任期間が55カ月以上の場合，「連邦政府の与党×連邦政府３年目」の値が「１」となるすべての選挙で州

政権が交代しているため，⑷〜⑹では，それらの選挙を除き，「連邦政府の与党×連邦政府３年目」を説明
変数に加えていない。「その他の説明変数」とは，「与党の議席割合」，「連立政権」，「州首相の交代回数」，「有
効政党数」，「投票率」という５つの説明変数を意味する。表では，定数項の推定結果は省略されている。かっ
こ内の数字は，ロバストな標準誤差を表している。*** は１％水準，** は５％水準，* は10％水準で統計的に
有意であることをそれぞれ表している。
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しているということが明らかにされた。具体的

には，州議会選挙の前年の経済成長率が１パー

センテージ・ポイント低くなることによって，

州政権が再選される確率は約2.0〜3.5パーセン

テージ・ポイント低下するという推定結果が得

られた。さらに，選挙直前の短期的な物価変動

が州政権の再選可能性に同様の影響を及ぼして

いることも示された。その一方で，在任してい

た期間全体の経済実績（在任期間中の年平均成

長率）については，州政権の交代・継続に影響

を及ぼしていることを示唆する実証結果は得ら

れなかった。したがって，インドの民主主義に

顕著にみられる激しい政治的変動の要因として，

短期的な経済状況が非常に不安定であるという

ことが重要な役割を果たしていると結論づけら

れる。

また，定式化によって得られる結果に違いは

あるものの，連邦政府と州政府の関係が現職の

州政権の再選可能性に大きな影響を与えている

ということも確認された。とくに，中央政権に

参加している州政権の方が参加していない州政

権よりも再選される可能性が高くなるのは，中

央政権が発足してから１年以内に行われる州議

会選挙の場合だけであり，２年目以降になると

そのような違いははっきりとはみられなくなる

ということが示された。

これらの実証結果から，インドの民主主義に

おいて，有権者は必ずしも回顧的な投票行動を

取っているわけではないということが示唆され

る。なぜなら，これまで見てきたように，現職

の州政権の経済面での実績をより正確に反映し

ていると考えられる在任期間中の年平均成長率

が州政権の再選可能性に影響を及ぼしていない

ことに加え，新しい中央政権が発足してから１

年以内に行われる州議会選挙では，連邦下院選

挙で勝利を収めた「勝ち馬」に乗ろうとする傾

向が際立っているからである。

しかし，その一方で，インドの有権者の投票

行動がまったく合理性を欠いていると結論づけ

るのも早計であろう。とくに，選挙直前の経済

変動が州政権の再選可能性に重大な影響を及ぼ

しているという点については，天候などの外部

からのショックを受けやすい農業部門に従事す

る人口比率の高さや全人口に占める貧困層の割

合の大きさといった，開発途上国に特有の経済

構造を反映した結果であると考えるべきである。

つまり，先進諸国をはじめとする民主的な政治

体制の安定している他の国々と比較してインド

の経済水準は著しく低いことから，それらの

国々ではさほど深刻な問題として認識されない

ような短期的な経済変動が多くの人々（とくに，

有権者の大部分を構成する経済的に脆弱な貧困層）

の生活に大きな打撃を与え，それが転じて現政

権への批判という形で選挙結果に頻繁に表れて

いると考えられるのである。

したがって，インド国民会議派を中心とする

統一進歩連合（United Progressive Alliance: UPA）

によって積極的に推し進められている貧困層を

ターゲットとした各種の「旗艦事業」が果たす

役割は，「包摂的成長」（inclusive growth）の達

成という経済的な側面やバラマキによる選挙対

策という政治的な側面にとどまるものではない

と指摘することができる。つまり，近年急速に

進行している経済成長から大きく取り残されて

いる地域や階層における貧困削減を進めるとい

う目的だけでなく，モンスーンの不調による農

業生産の停滞や急激な物価上昇（とくに，貧困

家計において支出に占める割合の高い食料品の価
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格上昇）といった短期的な経済変動の影響に

よって貧困層が受ける経済的な打撃を緩和する

ことを通して，インドの民主主義体制のさらな

る安定に貢献する可能性も十分予想されるので

ある（注31）。

いずれにしろ，集計データに基づいていると

いう点で，本稿の分析には大きな限界があると

いうことは否定できない。したがって，本稿で

提示された実証結果とその解釈の妥当性をより

厳密に検証するためには，ミクロレベルのデー

タに基づく実証分析を蓄積し，それらと比較・

対照するという作業が必要不可欠である。

（注１）たとえば，政治家や政党組織が殺人，

誘拐などの重大な犯罪行為に関与しているとい

う「政治の犯罪化」（criminalization of politics）

の問題や後を絶たない汚職・腐敗の問題などが

挙げられる［Guha 2007, 682-691］。

（注２）1984年の連邦下院選挙については，選

挙直前に暗殺されたインディラ・ガンディー首

相に対する同情票が，政権与党であったインド

国民会議派の勝因のひとつであると考えられて

いる。ただし，その他の要因と比較して，同情

票による影響がどの程度重要であったのかとい

う点についてはさまざまな議論がある。たとえ

ば，ウッタル・プラデーシュ州の事例を分析し

た Brass（1986）は，同情票が選挙結果に決定的

な影響を与えたという議論に疑問を呈している。

（注３）ただし，州議会の政権与党が左翼政党

である場合には，州政権が継続した回数（７回）

が交代した回数（２回）を大きく上回っている。

これは，西ベンガル州において，共産党（マル

クス主義）を中心とする左翼戦線（Left Front）

が，1977年から30年以上にわたって州政権を維

持してきたためである。この背景については，

2009 年 ２ 月 28 日 付 の Economic and Political 
Weekly の 特 集 企 画“Local Government in Rural 

West Bengal”の論考を参照。

（注４）Brender and Drazen（2008）によると，

1960年から2003年にかけて先進国（OECD諸国）

で行われた180回の選挙のうち，政権が継続した

のは88回（48.9パーセント）であった。その一

方で，開発途上国（OECD諸国以外の国々）で

行われた167回の選挙についてみると，政権が継

続したのは59回（35.3パーセント）と比較的少

なく，インドと同様の傾向を示している。ただ

し，後者のサンプルに含まれている多くの国々

では，民主的な政治体制そのものが不安定であ

り，インドとは大きく異なる特徴を有している。

（注５）たとえば，2009 年 ２ 月 13 日 付 の

Economic and Political Weekly の特集企画“State 

Elections 2007-08”および2009年10月2日付の同

誌の特集企画“National Election Study 2009”の

論考を参照。また，日本語による文献としては，

広瀬・南埜・井上（2006）を挙げることができる。

（注６）Linden（2004）と Uppal（2009）は，

インドの選挙では，現職候補が非現職候補に比

べて不利な立場にあると論じている。これとは

対照的に，アメリカ政治研究の分野では，現職

候補の方が有利な立場にあるということを実証

的に示している研究が数多く存在する。代表的

なものとして，Gelman and King（1990），Levitt 

and Wolfram（1997），Lee（2008）などが挙げら

れる。

（注７）このような候補者間の「質」の違いに

よる影響を可能な限り排除するために，Linden

（2004）と Uppal（2009）は，Lee（2008）に従っ

て，「regression discontinuity design」と呼ばれる

計量分析の手法を用いている。

（注８）経済変動と投票行動の関連性をインド

のデータを用いて実証的に分析した既存研究は

いくつか存在する。しかし，いずれの研究も経

済変数の内生性などの実証分析上の問題への対

処が十分であるとはいえない。詳細については，

第Ⅰ節を参照。

（注９）現在，インドは28の州と７つの連邦直

轄地によって構成されている。そのうち，連邦

議会下院（選挙によって争われる議席数は543）

において４議席以上割り当てられているのは，

20の州と連邦直轄地であるデリー首都圏の合計
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21の行政単位である。それら以外の州および連

邦直轄地は人口規模が比較的小さいことから，1

議席または2議席しか配分されない。本稿で分析

の対象となっている15州については，ウッタル・

プラデーシュ州（80議席）からハリヤーナー州

（10議席）まで，すべての州が10議席以上の割り

当てを受けている。

（注10）その他にも，ハリヤーナー州以外の14

州を対象としている Khemani（2004），アッサム

州以外の14州を対象としている Arulampalam et 

al.（2009），15州にジャンムー・カシュミール州

を加えた16州を対象としている Besley and 

Burgess（2002），Saez and Sinha（2010）などを

挙げることができる。

（注11）会議派による一党優位体制の崩壊が如

実に表れはじめたのが，1967年に連邦下院選挙

と同時に行われた各州の州議会選挙であった。

会議派は，ビハール州，オリッサ州，タミル・

ナードゥ州，パンジャーブ州，西ベンガル州で

大きく後退し，これらの州で会議派による州政

権を樹立することができなかった。さらに，ウッ

タル・プラデーシュ州では，州議会選挙後に会

議派政権が樹立されたものの，チャラン・シン

を含む13人の議員が会議派を離脱したため，半

月足らずで州政権が崩壊した。なお，ケーララ

州では，すでに1957年の州議会選挙でインド共

産党が会議派を破り，インドで初めてとなる共

産党による州政権が樹立された。同州では，

1965年の中間選挙でもインド共産党（マルクス

主義）が会議派を抑え第一党となったが，州政

権は樹立されずに大統領統治の下に置かれた。

詳細については，Frankel（2005）を参照。

（注12）各州の州議会選挙は，1967年までは連

邦下院選挙と同時に行われていた。しかし，ケー

ララ州では，1964年９月に会議派の分裂によっ

て州政権が崩壊したため，それを受けて1965年

に同州でのみ中間選挙が行われた。

（注13）先進諸国の選挙分析を中心に，経済投

票に関する実証研究は数多く蓄積されている。

代表的なものとして，Lewis-Beck（1988），

Remmer（1991），Powell and Whitten（1993），

Pacek and Radcliff（1995），Roberts and Wibbels

（1999）などを挙げることができる。関連する既

存研究を包括的にレビューしたものとして，

Hibbs（2006），Duch（2007），間（2009）などを

参照。

（注14）たとえば，1990年代のウッタル・プラ

デーシュ州では，州議会選挙で過半数の議席を

獲得する政党や政党連合が現れないという状況

が続いた。そのため，基本政策や支持層を大き

く異にすることから激しい対立関係にある政党

の間で，連立政権の樹立と崩壊が繰り返された。

1993年の州議会選挙後に成立した社会主義党

（Samajwadi Party）と大衆社会党（Bahujan Samaj 

Party）の連立政権および1996年の州議会選挙後

に 成 立 し た イ ン ド 人 民 党（Bharatiya Janata 

Party）と大衆社会党の連立政権は，政治的な駆

け引きや閣僚ポストの配分などをめぐる対立に

よってともに短期間のうちに崩壊した。

（注15）被説明変数として，州議会の与党また

は与党連合の得票率やその増減などではなく，

現職の州政権が継続したかどうかを表すダミー

変数を用いているのにはいくつかの理由がある。

第1に，インドにおいて頻繁にみられる州政権の

交代がどのような要因によって説明されるのか

という本稿の問題意識ともっとも整合的な被説

明変数の設定の仕方だからである。第２に，多

様性が大きくかつ流動性が高いインド政治の文

脈において，州議会の与党または与党連合の得

票率やその増減をすべてのサンプルについて共

通の基準で求めることは容易ではないからであ

る。

（注16）インドの経済統計では，NSDPは各会

計年度（４月から翌年３月まで）について算出

されている。そのため，本稿では，会計年度の

前半（４月から９月まで）に州議会選挙が行わ

れた場合には，「選挙の前年の NSDP」として前

年度の NSDPを用い，会計年度の後半（10月か

ら翌年3月まで）に州議会選挙が行われた場合に

は，「選挙の前年の NSDP」としてその年度の

NSDPを用いている。

（注17）本稿で用いられている算出方法の代わ
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りに，以下の式に従って現職の州政権が在任し

ていた期間全体の経済成長率を求めることも可

能である。

git
term＝（ yit

yi0 ）
1
t
−1

この式によって求められる在任期間中の経済成

長率は，在任期間の始点と終点の経済水準だけ

に依存するため，本稿で用いられている算出方

法の方が適切であると判断した。ただし，どち

らの算出方法で在任期間中の経済成長率を求め

た場合でも，同様の実証結果が得られる（推定

結果は省略）。

（注18）Khemani（2007）は，連邦政府の裁量

によって配分が決められる資金は連邦政府の与

党が政権を握っている州により多く行き渡る傾

向にあるが，連邦政府の裁量が及ばない独立的

な組織によって配分が決められる資金は逆に野

党が政権を握っている州により多く行き渡る傾

向にあるという実証結果を示している。この結

果から，Khemani（2007）は，政治的な動機に

よって生み出される中央から州への財源移転の

偏りが，独立的な組織への権限の委譲によって

是正されている可能性を指摘している。インド

の中央・州関係の展開については，近藤（2000）

を参照。

（注19）たとえば，連邦政府が会議派の単独政

権もしくは会議派を中心とする連合政権である

場合，州議会の政権与党が会議派であるならば，

州議会の与党は連邦議会においても与党である

と判断する。一方，1998年から2004年にかけて

のインド人民党を中心とする連合政権に対して

閣外協力を行っていたアーンドラ・プラデーシ

ュ州の地域政党テルグ・デーサム党（Telugu 

Desam Party）による州政権のような場合には，

連邦議会において与党であるとはみなさない。

（注20）ロジット・モデルの代わりに，プロ

ビット・モデルや線形確率モデルを用いて表４

の定式化に従って推定を行った場合でも，同様

の結果が得られる（推定結果は省略）。

（注21）Chowdhury（1993）は，景気循環が選

挙のタイミングの選択に影響を与えることを「政

治的な波乗り」（political surfing）と呼び，その

可能性について実証分析に基づいて議論してい

る。

（注22）1984年には，５月にシッキム州，７月

にジャンムー・カシュミール州，８月にアーン

ドラ・プラデーシュ州で，州政権が立て続けに

解任された。これらの州では，いずれも会議派

と対立関係にあった地域政党によって州政権が

握られていたため，中央の会議派政権による州

議会の政権与党の切り崩しなどの政治的工作が

繰り広げられていた。連邦政府による州政府へ

の政治的介入に関する議論については，近藤

（2000）を参照。

（注23）州議会の解散と州政権の解任にとも

なって大統領統治下に置かれたのは，ウッタル・

プラデーシュ州，オリッサ州，ビハール州，ラー

ジャスターン州，マディヤ・プラデーシュ州，

グジャラート州，タミル・ナードゥ州，パンジ

ャーブ州，マハーラーシュトラ州の９つの州で

ある。これを受けて同年５月に行われた各州の

州議会選挙では，インディラ・ガンディー首相

率いる会議派が，タミル・ナードゥ州以外の８

州で州政権を奪還することに成功した。

（注24）ある説明変数の「限界効果」とは，そ

の他の説明変数の値を一定にしたままで，その

説明変数の値が１単位増加することによって被

説明変数が「１」という値をとる確率が何パー

センテージ・ポイント変化するかを意味する。

たとえば，選挙前年の経済成長率の限界効果の

値は，選挙前年の経済成長率が１パーセンテー

ジ・ポイント増加することによって，州政権が

継続する確率が何パーセンテージ・ポイント変

化するかを表している。

（注25）つまり，会議派ダミーの値として「１」，

それ以外の政党ダミーの値として「０」，「連邦

政府の与党」の値として「１」，「連立政権」の

値として「０」をそれぞれ用いて，選挙前年の

経済成長率の限界効果を求めている。なお，本

稿で分析対象となっている127回の州議会選挙の
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うち，会議派が中央政権を握っているという状

況の下で会議派による単独政権が州議会選挙に

臨んでいるケースは全部で42回（33.1%）あり，

全サンプルの中でこの組み合わせが最多である。

さらに，州政権の在任期間が55カ月以上経過し

た時点で行われた97回の州議会選挙についても，

この組み合わせが37回（38.1パーセント）ともっ

とも多い。

（注26）たとえば，ある説明変数の限界効果が

同じく2パーセンテージ・ポイントであったとし

ても，被説明変数の平均値が0.2の場合と0.4の場

合では，その変数が被説明変数に与えるインパ

クトは大きく異なる。つまり，被説明変数の平

均値を基準としてそれぞれのケースについて限

界効果のインパクトを測ると，前者の場合は10

パーセントとなる一方で，後者の場合は５パー

セントとなる。したがって，同じ限界効果であっ

ても，被説明変数の平均値が小さい前者の方が

説明変数のインパクトは相対的に大きいものに

なる。

（注27）実際，政権与党内の派閥抗争の激化に

よって州首相が交代するという事態に発展した

ケースは枚挙に暇がない。たとえば，1950年代

から1960年代までのウッタル・プラデーシュ州

の会議派では，複数のグループが「州首相派」

（ministerialist）と「反州首相派」（dissident）の

２派に分かれて絶えず派閥抗争を繰り返してい

たため，会議派による州政権内で州首相の交代

が頻繁に起こっていた［Brass 1965］。

（注28）本稿では，近藤（2009）で使用されて

いる「工業労働者消費者物価指数」（Consumer 

Price Index for Industrial Workers）の代わりに「卸

売物価指数」（Wholesale Price Index）を用いて分

析を行っている。

（注29）物価上昇率の限界効果は，表7の1列目

から6列目にかけて順に，⑴−0.2パーセンテー

ジ・ポイント，⑵1.5パーセンテージ・ポイント，

⑶−5.3パーセンテージ・ポイント，⑷−7.4パー

センテージ・ポイント，⑸−2.8パーセンテー

ジ・ポイント，⑹−4.5パーセンテージ・ポイン

トとなる。

（注30）これまで議論してきたのは，現職の州

政権の政策が選挙直前の経済状況を経由して有

権者の投票行動に間接的に影響を与えるという

可能性である。

（注31）UPA政権による旗艦事業の一例として，

農村の各世帯に対して100日間の労働機会を法的

に保証する「農村雇用保証事業」（National Rural 

Employment Guarantee Scheme）などを挙げるこ

とができる。詳細については，佐藤（2009）を

参照。
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